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１．公共交通の現状
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典型的な負のスパイラル

公共交通不便地域の拡大
（周辺部）

利用者の減少

収益の低下

運転手不足（低い賃金）、
利便性向上の投資ができない

周辺部から廃止・減便

事業者間の過当競争

①人口・土地利用

周辺部の人口減少 土地利用の低密度化

②生活習慣

過度に自動車の利用に依存した暮らし

③利用環境

使いにくい

便数が少ない定時性・速達性が低い

運賃が高い

わかりにくい

負
の
ス
パ
イ
ラ
ル

廃止・減便リスク上昇
サービス水準の
地域バランスの悪化

④現行制度(規制緩和)における事業者間競争
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①公共交通利用の減少
40年間で自動車が倍増し、公共交通は半減

（直近10年間で公共交通は好転）
政令市で比較すると、自動車は上から３番目に高く、
公共交通は下から３番目に低い
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②事業者間での競争（JR＋路面電車＋バス９社）

＜凡例：路線バス＞

単独事業者・共同運行

複数事業者（競争）

生
活
交
通
（足
守
）

生
活
交
通
（御
津
・
建
部
）

岡山駅
天満屋

下
電

両備

岡電

岡電

東備

■ 各方面の運行事業者 ■ 各方面の運賃設定（岡山駅からの運賃）

市内の路線バスは９社が運行しており、各方面で路線は重複し、中心部の運賃が低廉化
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③厳しい経営状況
コロナ禍の影響による運賃収入の大幅な減少に伴い、減便等による運行経費の縮減が余儀なくされたが、それで
も収支率はコロナ禍前よりも悪化
R3年度は、岡山市内を運行するバス路線196系統のうち90%が赤字となり、赤字額は拡大
R4年度も、運賃収入は回復したものの、路線バス・路面電車ともに赤字
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＜路線バス（岡山市関連系統）＞ ＜路 面 電 車＞

収支率 82% 70% 86％

赤字系統 81% 90% 68％
【出典】各社提供の輸送実績報告書による
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④供給力の毀損（車両と運転手）
市内バス事業者が所有する車両は、20年以上前の年式の車両が全体の38%を占める
投資余力に乏しく、また、老朽化した車両の継続的な使用による修繕費用の増大など、車両維持ができないこと
による減便等のリスクが想定される
また、低賃金かつ長時間労働であるため、新たな人材確保が十分できておらず、現在の路線を維持するために必
要な運転手数は５７人不足

■ バス車両台数（年代別） ※市内９事業者合計 ■ 路線バス運転手数
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⑤路線バスの廃止・減便（縮小均衡）
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30分に１本以上：52%減 全体：26%減

1994年 2022年

運行本数

15分に1本程度

30分に1本程度

30分に1本程度未満

コミュニティバス バス路線が廃止となった地域

■ 路線バスの運行区間延長

2024年問題への対応で
R6.3月にさらに減便

※岡山駅発便は8%減(約100便)
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⑥公共交通不便地域の拡大

15.3万人
（21.1%）

15.4万人
（21.3%）23.6万人

（32.5%）

18.2万人
（25.1%）

総人口

72万人

公共交通アクセス圏
54.3万人（74.9%）

うち高齢者
4.9万人

2020年

【凡例】

都心と拠点まで
公共交通で３０分以内

都心または拠点まで
公共交通で３０分以内

その他公共交通アクセス圏
（駅800mまたはバス停300m圏内）

公共交通アクセス圏外
（駅800m・バス停300m圏外）

※公共交通アクセス圏：
駅800mまたはバス停300m圏
（区域運行方式の乗合タクシーは区域全体）

【出典】R2国勢調査メッシュ人口から算出
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公共交通の潜在需要
地方創生臨時交付金を活用し、R3～R5に計15回の運賃無料DAYを実施（路線バス・路面電車）
無料DAY当日の利用者数は、ほとんどの日で通常時と比較して２倍以上に増加
3000～3500人程度の外出促進効果があり、これによる消費喚起効果は2,100～3,000万円
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現状認識
厳しい経営状況に加え、
すぐには回復できない供給力（運転手・車両）が制約となっており、
今後の公共交通ネットワークの維持が危機的状況

今後５年間を地域公共交通再生の重点実施期間とし、
限られた供給力の最適配分とともに、

供給力強化に向けた取り組みの実施が急務

現状認識①

現状認識② 公共交通の潜在的な需要は、
現状の２倍以上存在している可能性があり、現在は
「手段がない」「利用しにくい」等により抑圧された状態

潜在需要を掘り起こすため、徹底した利用者目線で
路線・事業者・分野・システム等の垣根を超えた

利便性向上策の実施が必要



２．計画体系（都市計画×交通計画）
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諸悪の根源は「低密度な市街地の拡大」
政令指定都市の自動車分担率は、DID人口密度が低いほど高い
また概ね60人/ha未満になると直近10年間の増加率が高い
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■ 人口密度と自動車分担率
（政令指定都市）
（国勢調査／通勤・通学目的）

R² = 0.8506（2020年）
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立地適正化計画×地域公共交通計画
コンパクトでネットワーク化された都市構造目指す将来の都市の形

総合計画
（第六次）

都市計画
マスタープラン

立地適正化計画

総合交通計画
（都市・地域総合交通戦略）

地域公共交通計画

自転車活用推進計画

みちづくり計画

利便増進実施計画

位置づけ

両輪で
まちづくりを推進

連動
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＜基本方針（抜粋）＞
都市機能や居住を誘導する区域を定め、一定の人口密度を維
持するとともに、必要な都市機能を確保し、それらの区域を
公共交通ネットワークで結ぶことにより、人口減少・超高齢
社会においても、若年層から高齢者まで歩いて健康に暮らす
ことができるなど、生活の質が高く活力あるふれる持続可能
な都市を目指す。

長期的な視点で公共交通沿線へ居住人口を誘導する区域

⇒将来的にも一定のサービス水準で公共交通を維持すべき区域

＜立地適正化計画＞サービス水準で居住誘導区域の設定
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＜地域公共交通計画＞公共交通ネットワークの階層化
＜考え方＞

利用しやすく、効率的で安定的な運行サービスを提供する
ため、路線を階層化し、限られた供給力（車両・運転手）
を適切に配分
階層化した将来ネットワークの実現に向け、階層ごとに維
持すべきサービス水準と官民の役割分担を明示し、路線の
再編を推進

階層 区間 需
要 モード 確保すべき

サービス水準

官民の役割分担 財政支援

民 官 施設
設備 運行

都 心 都心内

大

路面電車
路線バス

・15分に1本目標
(最低30分に1本)

・大量輸送
・速達性確保
・結節機能強化

事業者間で連携しながらも、
各社が効率的で利便性の高
い運行サービスを提供

利便性向上や事業者間連携
による効率化に向けた施設
整備や設備投資への支援

〇

幹 線 主に都心
と拠点間

JR
路線バス 〇

支 線
地域生活圏

と
身近な拠点

中 路線バス
(小型化)

・1時間に1本程度
・ピーク時間帯も運行
・車両小型化
・幹線との接続

幹線とのシームレスな接続
と、地域の拠点や生活関連
施設までの運行サービスを
提供

利用しやすく安定的な運行
サービスを提供するため、
施設整備、設備投資、運行
経費への支援

〇 〇

生活
交通

公共交通
不便地域 小 デマンド交通・

自家用有償運送

・面的な運行
・きめ細かい運行

(地域ニーズ対応)
・幹線、支線との接続

地域が主体となって、事業
者と連携し、住民ニーズに
対応したきめ細かい運行
サービスを提供

利用しやすく安定的な運行
サービスを提供する
ため、施設整備や運行経費
への支援

〇 〇

居
住
誘
導
区
域

■ 階層ごとの確保すべきサービス水準、官民の役割分担、財政支援など



３．路線バスの維持・拡充に向けた取り組み
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路線バス再生に向けた５か年計画（地域公共交通計画／R6～R10）
＜現 状＞

自動車利用への依存
（バス分担率わずか2%） 需要に見合った

効率的な運行形態
に変える

徹底した利用者目線で
利便性を向上させる

将来にわたって
市民の移動手段を守る

公共交通の利用を
文化として広げていく

岡山市地域公共交通利便増進実施計画【第１弾】
（計画期間：R６年度～R10年度）

まとまり次第
第２弾・第３弾で実施

バス路線の再編 利用環境・
業務環境の改善

利用しやすい
運賃体系の構築

1 2 3

施策の３本柱（地域公共交通計画）

周辺部でさらなる減便・廃止のおそれ

利用者数の増加

経営の安定化

重複する路線
（９社での競争）

運転手不足
（低賃金・2024年問題）

新たな投資が困難な
経営状況

施策の方向性 目指す姿
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バス路線の維持・拡充に向けた新形態 実施計画＜第1弾＞

１．需要に応じて幹線と支線に分割１．需要に応じて幹線と支線に分割

２．支線は小型車両で運行（普通２種免許）２．支線は小型車両で運行（普通２種免許）

３．支線は公設民営（幹線は民設民営）３．支線は公設民営（幹線は民設民営）

重複路線の集約等により、生み出された余力で
支線を新設・延伸・増便（駅・商業施設・病院へ接続）

４．運行支援で支線を安定維持４．運行支援で支線を安定維持

運行経費の削減と運転手不足への対応

小型車両の調達や乗り継ぎ環境の整備等について、市が負担

支線の収支率は30%程度と低いため、
運行経費の最大65%まで市が支援することで、支線を持続可能に

１０方面・１７系統の支線を創設

＜４つのポイント＞

これらの４つのポイントの組み合わせが岡山モデル

都 心都 心
拠 点拠 点

幹 線
(バス・鉄軌道)

支 線

再編

小型化

乗継
拠点

新設

延伸

乗り継ぎ環境の整備
・待ち時間少ないダイヤ
・座って待てるバス停
・接近情報の提供
・直通運賃 など

複数の路線が重複

需要は大きいが供給過多
（ムダがある）

需要は小さいが
大型バスで運行

課題となる「乗り換え」への対応

都 心都 心
拠 点拠 点

現 状

再編後

便数が少ない
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再編後のバスネットワークと運行開始予定 実施計画＜第1弾＞

①一宮方面
• 支線を備前一宮駅まで延伸
• 幹線、支線ともに増便

③高島方面
• 支線を備前原駅まで延伸
• 支線を増便

⑤牛窓方面
• 支線を岡村一心堂病院、

西大寺病院へ延伸

⑦岡南方面
• 支線を労災病院まで延伸
• 支線の増便

⑩拠点間をつなぐ支線の新設
• 北長瀬～妹尾、妹尾～岡南、芳泉～岡南

をつなぐ支線の新設

⑧妹尾方面
• 妹尾駅へ接続する支

線を新設
• 幹線の便数適正化

⑨庭瀬方面
• 庭瀬駅へ接続する支

線を新設
• 幹線の便数適正化

妹尾駅

備前原駅

備前一宮駅

北長瀬駅

汗入

芳賀佐山
郵便局前

津高営業所

高島駅

操南団地
入口

庭瀬駅

築港新町

東山電停

平津橋

②津高方面
• 支線を大型商業施設や

国立病院まで延伸

西大寺駅
西大寺BC

R7下半期～

R7下半期～

R9～

R8～

R8～

R8～

R8～

R7下半期～

⑥沖元・平井方面
• 並走区間の路線集約
• 幹線の増便

R9～

④西大寺方面
• 幹線の重複路線を集約
• 支線を協立病院まで延伸
• 路面電車との乗り継ぎ環境整備

R7下半期～

支線（バス） 幹線（バス）
幹線（鉄道）

乗り継ぎポイント(幹線バスー支線バス)
乗り継ぎポイント(  鉄軌道 ー支線バス)

■ 再編後のバスネットワーク
（10方面の再編＋支線17系統）

※今後の準備の状況等
により実際の運行開
始時期は前後する場
合があります
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【具体例】①一宮方面（中鉄バス） 実施計画＜第1弾＞

佐山団地

平津橋

芳賀佐山郵便局前

平津橋

駅前広場整備＋
備前一宮駅へ延伸

乗り継ぎ
環境整備

増便

至：リサーチパーク等

乗り継ぎ
環境整備

一宮東

休止中の
バス停復活 小

松
橋

再編

路線②(14)

路線①(36)

備前一宮駅
(61)

支線(20～30)
【新設(中鉄)】

幹線(42～50)
【路線①】

備前一宮駅
(61)

大型
商業施設

大
窪

大
窪

乗用

至：リサーチパーク等

計50便

商業施設への
乗り入れ検討

小バ ：小型バス(例：ポンチョ)        ：乗り継ぎポイント

：乗用車(例：ハイエース) ：主な生活関連施設

※各路線の便数は括弧内に記載（平日の往復合計）
乗用

＜現 状＞ ＜再編後＞

路線②は、便数が少なく、需要は1便あたり
9人未満と小型車両で対応できる規模
最寄りの鉄道駅は、道路が狭いため、大型
バスでは接続できない

42～50便

路線②は地域内を循環する支線とし、増便
支線は、小型車両で運行し、最寄駅や大型商
業施設の敷地内へ乗り入れるとともに、普通
２種免許で対応可能とする
乗り継ぎポイントで幹線・支線のスムーズな
乗り継ぎが可能となるダイヤを設定

乗り継ぎ空間（イメージ）

平
津
橋

天
満
屋

470 円

240 円 340 円 計 580 円

計 470 円

大
窪

乗

直通運賃 470 円に割引

降

直通運賃設定（イメージ）

(都市機能誘導区域の中心)
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【具体例】⑦岡南方面（両備バス・岡電バス）実施計画＜第1弾＞

＜現 状＞ ＜再編後＞

路線③④は収支率が50%未満と低く、また
宇野駅～築港新町間は、需要が１便あたり
９人未満と小型車両で対応できる規模
また、路線③④の築港新町～岡山駅間は、
便数の多い路線①②と重複している

利用が少ない路線③は路線④に集約し、増便
路線④は、オフピーク時のみ築港新町止まりと
し、地域内を運行する支線に分割
支線は、再編で生み出された供給力を活用し、
築港新町から労災病院まで延伸
乗り継ぎポイントで、幹線と支線のスムーズな
乗り継ぎが可能となるようダイヤを設定

築港新町

上山坂

築港新町

至：宇野駅

上山坂

玉野市 玉野市

至：岡山駅 至：岡山駅

労災病院労災病院
路線①
(125)

路線②(51)
路線③(3)

路線④(18)

幹線(90～130)
【路線①】

幹線(51)
【路線②】 幹線(7)

【路線④】

支線(14)
【新設】

増便

至：宇野駅

大型
商業施設

病院へ延伸(支線)

小バ

廃止

乗り継ぎ環境整備

小串 小串
(都市機能誘導区域の中心)

至：渋川・宇野駅 至：渋川・宇野駅

計197便 計148~188便

再編

築
港
新
町

岡
山
駅

740 円

490 円 410 円 計 900 円

計 740 円

小
串

乗

直通運賃 740 円に割引

降

待
ち
空
間

待
ち
空
間

【現 状】 【再編後】

人と公共交通優先の道路空間再配分

バ
ス
停

乗り継ぎ空間（イメージ）

直通運賃設定（イメージ）

：小型バス(例：ポンチョ)

：乗用車(例：ハイエース)

：乗り継ぎポイント

：主な生活関連施設

※各路線の便数は括弧内に記載
（平日の往復合計）

小バ
乗用

通
行
空
間

バスベイ ストレート
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路線再編（NW拡充）による５つの効果

上道

都心 凡例（バス路線）
既存のバス路線
支線
幹線（新設）

都市拠点
地域拠点

凡例（公共交通で都心や拠点に行けるエリア）
既存エリア
（駅800mまたは電停・バス停300m圏）
（区域運行方式の生活交通は区域全体）

再編により新たに追加となるエリア

①備前原駅

②備前一宮駅

③庭瀬駅

④妹尾駅 朝日地区
乗合タクシー

幸島地区
乗合タクシー

城東台・草ケ部地区
乗合タクシー

路線バスの収支率

86%⇒91%
乗り換えずに病院に行ける

バス路線の沿線人口

約5万人増

公共交通アクセス圏人口

約1.7万人増
(54.3万人⇒56.0万人)

路線バスが接続する駅

４駅増
（33駅中10駅⇒14駅）

路線バスの運行区間

16km増
（340km⇒356km）

西大寺
北長瀬

浜・原尾島

岡南

円山

東岡山御野

津高

一宮高松

庭瀬

妹尾

芳泉

角山地区
乗合タクシー
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路線再編（NW拡充）による５つの効果
路線バスの収支率

86%⇒91%
乗り換えずに病院に行ける

バス路線の沿線人口

約5万人増

公共交通アクセス圏人口

約1.7万人増
(54.3万人⇒56.0万人)

路線バスが接続する駅

４駅増
（33駅中10駅⇒14駅）

路線バスの運行区間

16km増
（340km⇒356km）

国立病院

市民病院

岡山協立病院

岡村一心堂病院

岡山西大寺病院

岡山労災病院

岡山赤十字病院

凡例

乗り換えずに病院に行けるバス路線の沿線エリア／増加分

都心

西大寺
北長瀬

浜・原尾島

岡南

円山

東岡山御野

津高

一宮高松

庭瀬

妹尾

芳泉

凡例（バス路線）
既存のバス路線
支線
幹線（新設）

都市拠点
地域拠点
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事業内容・スケジュール（R6～R10） 実施計画＜第1弾＞

バス路線
の再編

1. 整備計画の作成
(トータルデザイン、新設バス停整備計画) 0.7億円

2. 乗り継ぎ環境の整備
(乗り継ぎ空間概略検討、割引ｼｽﾃﾑ開発) 5.3億円

3. 小型車両の導入（支線） 1.6億円

4. 運行支援（支線） 5.8億円

利用環境
の改善

5. ICカードシステム利便性向上 10.1億円

① ICｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑのリニューアル (6.1億円)

② 新サービスのシステム開発
(定期WEB購入・オンラインチャージ等)

(4.0億円)

6. 路線の見える化・交通案内板 1.2億円

7. 統合分析システムの開発 0.3億円

8. 先進車両・低床車両等導入支援 4.1億円

運転手の確保
9. 免許取得費用支援 0.3億円

(タクシー除く)

13.4億円

0.3億円

15.7億円

R7 R8 R9 R10R6■ 実施計画(第１弾)：29.4億円（市：13.6、国：12.3、事業者：3.5）

7.1億円（うち国費3.0億円）

設計
0.2億円

設計
0.5億円

車両
0.5億円

方針検討

設計
0.2億円

設計
0.1億円

導入支援
0.4億円

運行開始（準備が整った路線から）

検討
0.1億円

開発・製造
5.1億円

支援
0.1億円

■ 実施計画(第２弾)の検討 ・利用しやすい運賃体系の構築
など
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(出典) Osaka Metro 

令和６年度の取り組み内容（1/3）
１．整備計画の作成

２．乗り継ぎ環境の整備

①トータルデザインの検討
• 利用者に親しみやすいサービスを提供するため、各方面で運行す

る支線の車両や停留所、乗り継ぎ空間等について、統一感のある
デザインを検討

②新設バス停の整備計画
• 路線を新設する区間における各バス停の整備計画を作成し、施設

管理者等関係者と協議

①乗り継ぎ空間の概略検討
• 乗り継ぎポイント(15箇所)のバス待ち空間の概略検討

②乗り継ぎ割引システムの開発
• 幹線と支線に分割する路線を対象に、バスを乗り継いだ場合の直

通運賃を設定するため、ICカードシステムのソフトを改修

３．小型車両の導入（支線）
• 令和７年度下半期から一部路線※で運行開始を目指すため、支線

で使用する小型車両及びICカードリーダー等の付属品を調達

【例】Osaka Metro
オンデマンドバス

(出典) King County METRO(metro matter)

【例】 RapidRide H LINE(シアトル) 【例】MOVIA（コペンハーゲン）

(出典) MOVIA

乗り継ぎ空間（イメージ） 直通運賃設定（イメージ）

実施計画＜第1弾＞
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令和６年度の取り組み内容（2/3）

100%

87%87%

77%
72%70%69%68%

65%

53%52%51%50%

44%
40%40%

36%
30%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大
阪
市

川
崎
市

浜
松
市

静
岡
市

熊
本
市

千
葉
市

横
浜
市

さ
い
た
ま
市

仙
台
市

新
潟
市

相
模
原
市

神
戸
市

堺
市

札
幌
市

福
岡
市

広
島
市

北
九
州
市

岡
山
市

• 岡山駅（東口広場、公共交通案内所等）や乗り継ぎポイントにおいて、
バス路線の時刻表や接近情報等をわかりやすく利用者に提供するため、
デジタルサイネージの整備に向けたシステム設計を実施

７．統合分析システムの開発
• データの収集・分析コストの削減とともに、運行改善や利用促進策等の

企画立案を行うため、ICカード、バスロケ、人口等の各種データを取り
込み、利用や運行状況、収支、潜在需要等を分析するシステムを開発

８．先進車両・低床車両等導入支援
• 自動運転技術や環境対応バス、乗降者数等を把握するためのAIカメラ・

センサー搭載車両などの先進車両の導入を検討
• 政令市最下位のノンステップバス導入率を高めるため、バス事業者の車

両購入費用に対する支援を拡充
※車椅子用のスロープ版や固定装置、音声放送装置、DX化等の付属品を

支援対象に追加する方向で詳細検討中

【例】バスダイヤ分析システム
（熊本共同経営推進室）

【例】金沢駅の総合交通案内版

６．路線の見える化・交通案内板

図 ノンステップバス導入率
（政令市／R3年度末時点）

• IC定期券のWEB購入、オンラインチャージ、区間式から金額式への移
行等の新サービスの導入検討

• まずはベースとなる既存のICシステムについて、メンテナンスコストを
抑制できるよう、各社の独自アレンジでバラバラとなっているソフトを
統合した上で、リプレース

５．ICカードシステム利便性向上

実施計画＜第1弾＞
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令和６年度の取り組み内容（3/3） 実施計画＜第1弾＞

● 実施計画(第2弾) の検討 • 利用促進と経営の安定化を図るため、わかりやすく、利用しやすい運賃体系を検討
• 収入増減の分析や利用者への影響などを踏まえながら、運賃設定の具体案について法定協議会で議論

【例2】複数のゾーン設定【例1】単一のゾーン設定 ・都心を含むエリアにおいてゾーンを設定し、
ゾーン内は全事業者・全路線で定額の運賃設定

・乗り継ぎ割引（直通運賃）によりシームレス化

・岡山市内全域を対象に複数のゾーンを設定
・運賃は、利用したゾーン数で設定
・乗り継ぎ割引（直通運賃）によりシームレス化
・定期券の発券業務を一元化

利用する
ゾーン数 運賃

ゾーン内
200円

2ゾーン

３ゾーン 300円

４ゾーン 400円

わかりやすい
運賃体系構築

の方向性

わかりやすく、利用しやすい運賃体系の構築により、利用促進を図るとともに、事業の安定化を目指す
（単なる値上げによる利用者の減少を避ける）
初乗り及び中心部は、利用者の許容範囲内で見直し
中・長距離の区間運賃は、わかりやすく、利用しやすい運賃設定に変更
路線間や事業者間での乗り継ぎ割引などによりシームレスな運賃体系を構築

独禁法特例法に基づく
共同経営も念頭に検討中

（協議運賃、プール制等）



４．財政支援制度の有効活用
（地域公共交通再構築事業など）
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各事業で活用する財政支援制度

バス路線
の再編

1. 整備計画の作成
(トータルデザイン、新設バス停整備計画) 0.7億円

2. 乗り継ぎ環境の整備
(乗り継ぎ空間概略検討、割引ｼｽﾃﾑ開発) 5.3億円

3. 小型車両の導入（支線） 1.6億円

4. 運行支援（支線） 5.8億円

利用環境
の改善

5. ICカードシステム利便性向上 10.1億円

① ICｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑのリニューアル (6.1億円)

② 新サービスのシステム開発
(定期WEB購入・オンラインチャージ等)

(4.0億円)

6. 路線の見える化・交通案内板 1.2億円

7. 統合分析システムの開発 0.3億円

8. 先進車両・低床車両等導入支援 4.1億円

運転手の確保 9. 免許取得費用支援 0.3億円
(タクシー除く)

R6■ 実施計画(第１弾)の事業内容
設計

0.2億円

設計
0.5億円

車両
0.5億円

設計
0.2億円

設計
0.1億円

導入支援
0.4億円

■ 実施計画(第２弾)の検討 ・利用しやすい運賃体系の構築
など

検討
0.1億円

開発・製造
5.1億円

支援
0.1億円

社総交 (再構築事業)

確保維持事業(幹線・ﾌｨｰﾀﾞｰ補助)

地方創生臨時交付金

地方創生臨時交付金

確保維持事業(利便増進事業)

＜活用する財政支援制度＞

社総交 (再構築事業)

社総交 (再構築事業)

社総交 (再構築事業)

社総交 (再構築事業)

社総交 (再構築事業)

社総交 (再構築事業)

R7～

R7～

基 幹

基 幹

効果促進

基 幹

効果促進

効果促進

社総交 (再構築事業) 効果促進
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整備計画の統合（社総交）

＜
＜整備計画(R6～R10)＞

コンパクトでネットワーク化された
快適で多様なまちづくり

＜整備計画①＞
人と環境にやさしい交通ネットワークの構築

交通政策課

・路面電車の岡山駅前広場乗り入れ
・路面電車の延伸、環状化
・C&R、C&BR駐輪場の整備

＜整備計画②＞
魅力と賑わいのある中心市街地の創出

庭園都市推進課

都市再生整備計画事業

＜整備計画③＞
「活力があふれ楽しい都心」の創出

市街地整備課

住環境整備事業

＜整備計画④＞
都市の成長力・競争力向上のための都市基盤整備

道路計画課

道路事業

＜これまで（複数の整備計画）＞

交
通
政
策
課

・路面電車の岡山駅前広場乗り入れ
・路面電車の延伸、環状化
・C&R、C&BR駐輪場の整備
・地域公共交通再構築事業

都市再生整備計画事業

住環境整備事業

道路事業

＜新計画（１つの整備計画）＞

庭園都市推進課

市街地整備課

道路計画課

整備計画を統合

追加

国：都市局

国：都市局

国：住宅局

国：道路局

組織単位で作成しがち

公共交通
・自転車

にぎわい
創出

市街地
再開発

道路
整備

分野



32

統合のメリット①：戦略的・効率的で柔軟な対応が可能
（出典）国土交通省「社会資本整備総合交付金の概要」より抜粋

＜

＜整備計画＞
コンパクトでネットワーク化された

快適で多様なまちづくり

都市再生整備計画事業

住環境整備事業

道路事業

庭園都市推進課

市街地整備課

道路計画課

交通政策課 路面電車乗り入れ 等

地域公共交通再構築事業

＜要求額＞
〇〇億円

＜交付額＞
△△億円

（要求額の〇％減）

必要事業費

配分

市としてベストな配分
を内部で協議

計画内の事業間調整により
事業費の増減に柔軟に対応

調整

調整

調整

調整

年度
当初

年度
途中
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統合のメリット②：ソフト施策の推進
（出典）国土交通省「社会資本整備総合交付金の概要」より抜粋

（全体事業費の２割）

2割

効果促進

全体事業費

整備計画
（パッケージ化）

整備計画
（再構築事業のみ）

2割

交付金が
活用できない

⇒公共交通施策はソフト施策も多いため、
再構築事業だけの整備計画では制約を受けやすいかも
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ありがとうございました。
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以下、参考データ等
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参考）公共交通利用の減少
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参考）１便あたり平均利用者数（路線バス・路面電車）
都心部


